
- 9 -

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した単位(Ⅰ)

数の1000分の86に相当する単位数

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した単位 ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した単位(Ⅰ) (Ⅱ)

数の1000分の40に相当する単位数 数の1000分の48に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 ⑴により算定した単位数の100分の ⑶ 介護職員処遇改善加算 ⑵により算定した単位数の100分の(Ⅱ) (Ⅲ)

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 ⑴により算定した単位数の100分の ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑵により算定した単位数の100分の(Ⅲ) (Ⅳ)

80に相当する単位数 80に相当する単位数

３ 認知症対応型通所介護費 ３ 認知症対応型通所介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)イ 認知症対応型通所介護費 イ 認知症対応型通所介護費

(ⅰ) (ⅰ)⑴ 認知症対応型通所介護費 ⑴ 認知症対応型通所介護費

㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 593単位 ａ 要介護１ 564単位

ｂ 要介護２ 652単位 ｂ 要介護２ 620単位

ｃ 要介護３ 712単位 ｃ 要介護３ 678単位

ｄ 要介護４ 773単位 ｄ 要介護４ 735単位

ｅ 要介護５ 832単位 ｅ 要介護５ 792単位

㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合 ㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 910単位 ａ 要介護１ 865単位

ｂ 要介護２ 1,007単位 ｂ 要介護２ 958単位

ｃ 要介護３ 1,104単位 ｃ 要介護３ 1,050単位

ｄ 要介護４ 1,201単位 ｄ 要介護４ 1,143単位

ｅ 要介護５ 1,299単位 ｅ 要介護５ 1,236単位

㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合 ㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

ａ 要介護１ 1,036単位 ａ 要介護１ 985単位

ｂ 要介護２ 1,148単位 ｂ 要介護２ 1,092単位

ｃ 要介護３ 1,261単位 ｃ 要介護３ 1,199単位

ｄ 要介護４ 1,374単位 ｄ 要介護４ 1,307単位

ｅ 要介護５ 1,486単位 ｅ 要介護５ 1,414単位

(ⅱ) (ⅱ)⑵ 認知症対応型通所介護費 ⑵ 認知症対応型通所介護費

㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 536単位 ａ 要介護１ 510単位

ｂ 要介護２ 590単位 ｂ 要介護２ 561単位

ｃ 要介護３ 643単位 ｃ 要介護３ 612単位

ｄ 要介護４ 697単位 ｄ 要介護４ 663単位
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ｅ 要介護５ 751単位 ｅ 要介護５ 714単位

㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合 ㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 818単位 ａ 要介護１ 778単位

ｂ 要介護２ 905単位 ｂ 要介護２ 861単位

ｃ 要介護３ 992単位 ｃ 要介護３ 944単位

ｄ 要介護４ 1,079単位 ｄ 要介護４ 1,026単位

ｅ 要介護５ 1,166単位 ｅ 要介護５ 1,109単位

㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合 ㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

ａ 要介護１ 930単位 ａ 要介護１ 885単位

ｂ 要介護２ 1,030単位 ｂ 要介護２ 980単位

ｃ 要介護３ 1,131単位 ｃ 要介護３ 1,076単位

ｄ 要介護４ 1,232単位 ｄ 要介護４ 1,172単位

ｅ 要介護５ 1,332単位 ｅ 要介護５ 1,267単位

(Ⅱ) (Ⅱ)ロ 認知症対応型通所介護費 ロ 認知症対応型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上５時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 270単位 ㈠ 要介護１ 270単位

㈡ 要介護２ 280単位 ㈡ 要介護２ 280単位

㈢ 要介護３ 289単位 ㈢ 要介護３ 289単位

㈣ 要介護４ 299単位 ㈣ 要介護４ 299単位

㈤ 要介護５ 309単位 ㈤ 要介護５ 309単位

⑵ 所要時間５時間以上７時間未満の場合 ⑵ 所要時間５時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 439単位 ㈠ 要介護１ 439単位

㈡ 要介護２ 454単位 ㈡ 要介護２ 454単位

㈢ 要介護３ 470単位 ㈢ 要介護３ 470単位

㈣ 要介護４ 486単位 ㈣ 要介護４ 486単位

㈤ 要介護５ 502単位 ㈤ 要介護５ 502単位

⑶ 所要時間７時間以上９時間未満の場合 ⑶ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 506単位 ㈠ 要介護１ 506単位

㈡ 要介護２ 524単位 ㈡ 要介護２ 524単位

㈢ 要介護３ 542単位 ㈢ 要介護３ 542単位

㈣ 要介護４ 560単位 ㈣ 要介護４ 560単位

㈤ 要介護５ 579単位 ㈤ 要介護５ 579単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通 して市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第１項に 所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第１項に



- 11 -

規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所を 規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所を

いう。以下同じ 又は共用型指定認知症対応型通所介護事業 いう。以下同じ 又は共用型指定認知症対応型通所介護事業

所（指定地域密着型サービス基準第45条第１項に規定する共 所（指定地域密着型サービス基準第45条第１項に規定する共

用型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ に 用型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ に

おいて、指定認知症対応型通所介護（指定地域密着型サービ おいて、指定認知症対応型通所介護（指定地域密着型サービ

ス基準第41条に規定する指定認知症対応型通所介護をいう。 ス基準第41条に規定する指定認知症対応型通所介護をいう。

以下同じ を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従 以下同じ を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従

い、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間では い、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間では

なく、認知症対応型通所介護計画（指定地域密着型サービス なく、認知症対応型通所介護計画（指定地域密着型サービス

基準第52条第１項に規定する認知症対応型通所介護計画をい 基準第52条第１項に規定する認知症対応型通所介護計画をい

う に位置付けられた内容の指定認知症対応型通所介護を行 う に位置付けられた内容の指定認知症対応型通所介護を行

うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定す うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定す

る。ただし、利用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師 る。ただし、利用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師

をいう。以下同じ 若しくは介護職員の員数が別に厚生労働 をいう。以下同じ 若しくは介護職員の員数が別に厚生労働

大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定 大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定

めるところにより算定する。 めるところにより算定する。

、 、２ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して ２ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して

所要時間２時間以上３時間未満の指定認知症対応型通所介護 所要時間２時間以上３時間未満の指定認知症対応型通所介護

を行う場合は、注１の施設基準に掲げる区分に従い、イ⑴㈠ を行う場合は、注１の施設基準に掲げる区分に従い、イ⑴㈠

若しくは⑵㈠又はロ⑴の所定単位数の100分の63に相当する単 若しくは⑵㈠又はロ⑴の所定単位数の100分の63に相当する単

位数を算定する。 位数を算定する。

３ 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間７時間以 ３ 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間７時間以

上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った場合又は 上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った場合又は

所要時間７時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護 所要時間７時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護

を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であっ を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であっ

て、当該指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認 て、当該指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認

知症対応型通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要 知症対応型通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要

時間を通算した時間（以下この注において「算定対象時間」 時間を通算した時間（以下この注において「算定対象時間」

という が９時間以上となるときは、算定対象時間が９時間 という が９時間以上となった場合は、次に掲げる区分に応

以上10時間未満の場合は50単位を、10時間以上11時間未満の じ、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

場合は100単位を、11時間以上12時間未満の場合は150単位を イ ９時間以上10時間未満の場合 50単位

所定単位数に加算する。 ロ 10時間以上11時間未満の場合 100単位

ハ 11時間以上12時間未満の場合 150単位

ニ 12時間以上13時間未満の場合 200単位

ホ 13時間以上14時間未満の場合 250単位
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４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして ４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

、 、市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は 市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は

１日につき50単位を所定単位数に加算する。 １日につき50単位を所定単位数に加算する。

５ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以上、 ５ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以上、

専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサー 士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサー

ジ指圧師（以下「理学療法士等」という を１名以上配置し ジ指圧師（以下「理学療法士等」という を１名以上配置し

ているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所 ているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所

介護の利用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職 介護の利用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職

員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに 員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに

個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機 個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機

能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、１ 能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、１

日につき27単位を所定単位数に加算する。 日につき27単位を所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして ６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介 市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所におい 護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所におい

て、若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令 て、若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令

第412号）第２条第６号に規定する初老期における認知症によ 第412号）第２条第６号に規定する初老期における認知症によ

って要介護者となった者をいう。以下同じ に対して、指定 って要介護者となった者をいう。以下同じ に対して、指定

認知症対応型通所介護を行った場合は、若年性認知症利用者 認知症対応型通所介護を行った場合は、若年性認知症利用者

、 。 、 。受入加算として １日につき60単位を所定単位数に加算する 受入加算として １日につき60単位を所定単位数に加算する

７ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町 ７ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町

村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれの 村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれの

ある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目 ある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目

的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理で 的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理で

あって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認め あって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認め

られるもの（以下この注において「栄養改善サービス」とい られるもの（以下この注において「栄養改善サービス」とい

う を行った場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間 う を行った場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間

に限り１月に２回を限度として１回につき150単位を所定単位 に限り１月に２回を限度として１回につき150単位を所定単位

数に加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ご 数に加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ご

、 、 、 、との利用者の栄養状態の評価の結果 低栄養状態が改善せず との利用者の栄養状態の評価の結果 低栄養状態が改善せず

栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利 栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利

用者については、引き続き算定することができる。 用者については、引き続き算定することができる。

イ 管理栄養士を１名以上配置していること。 イ 管理栄養士を１名以上配置していること。

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、
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看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下 看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下

この注において「管理栄養士等」という が共同して、利 この注において「管理栄養士等」という が共同して、利

用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケ 用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケ
え ん

ア計画を作成していること。 ア計画を作成していること。

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改

善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定 善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定

期的に記録していること。 期的に記録していること。

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し

ていること。 ていること。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・ ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認 併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認

知症対応型通所介護事業所であること。 知症対応型通所介護事業所であること。

８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町 ８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町

村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのお 村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのお
く う

それのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を それのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を
く う

目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実 目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実
く う

施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であ 施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であ
え ん

って、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認めら って、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認めら

れるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」と れるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」と
く う

いう を行った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内 いう を行った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内
く う

の期間に限り１月に２回を限度として１回につき150単位を所 の期間に限り１月に２回を限度として１回につき150単位を所

定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始 定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始
く う

から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が
く う く う

向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要 向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要
く う

と認められる利用者については、引き続き算定することがで と認められる利用者については、引き続き算定することがで

きる。 きる。

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置し イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置し

ていること。 ていること。

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、 ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、
く う

歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職 歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職

種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計 種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計
く う

画を作成していること。 画を作成していること。

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚 ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚
く う

士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行 士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行
く う

っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して
く う



- 14 -

いること。 いること。

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定 ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定
く う

期的に評価していること。 期的に評価していること。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・ ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認 併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認

知症対応型通所介護事業所であること。 知症対応型通所介護事業所であること。

９ 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設 ９ 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設

入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型 入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型

共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密 共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービ 着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービ

スを受けている間は、認知症対応型通所介護費は、算定しな スを受けている間は、認知症対応型通所介護費は、算定しな

い。 い。

10 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは 10 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは

共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物に居住す 共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物に居住す

る者又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若 る者又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若

しくは共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物か しくは共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物か

ら当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若し ら当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若し

、 、くは共用型指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し くは共用型指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し

指定認知症対応型通所介護を行った場合は、１日につき94単 指定認知症対応型通所介護を行った場合は、１日につき94単

位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得 位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得

ない事情により送迎が必要であると認められる利用者に対し ない事情により送迎が必要であると認められる利用者に対し

て送迎を行った場合は、この限りでない。 て送迎を行った場合は、この限りでない。

（新設） 11 利用者に対して、その居宅と単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事

業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき47単位を所

定単位数から減算する。

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町

村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所 村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所

又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、 又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、

指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区 指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区

、 。 、 、 。 、分に従い １回につき次に掲げる所定単位数を加算する ただし 分に従い １回につき次に掲げる所定単位数を加算する ただし

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ)
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⑴ サービス提供体制強化加算 12単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅱ) (Ⅱ)

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・ の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対 併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対

応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介 応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３月31 護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成30年３月31

、 。 、 、 。 、日までの間 次に掲げる単位数を所定単位数に加算する ただし 日までの間 次に掲げる単位数を所定単位数に加算する ただし

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した単位(Ⅰ)

数の1000分の68に相当する単位数

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した単位 ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した単位(Ⅰ) (Ⅱ)

数の1000分の29に相当する単位数 数の1000分の38に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 ⑴により算定した単位数の100分の ⑶ 介護職員処遇改善加算 ⑵により算定した単位数の100分の(Ⅱ) (Ⅲ)

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 ⑴により算定した単位数の100分の ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑵により算定した単位数の100分の(Ⅲ) (Ⅳ)

80に相当する単位数 80に相当する単位数

４ 小規模多機能型居宅介護費 ４ 小規模多機能型居宅介護費

イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

⑴ 要介護１ 11,505単位 ㈠ 要介護１ 10,320単位

⑵ 要介護２ 16,432単位 ㈡ 要介護２ 15,167単位

⑶ 要介護３ 23,439単位 ㈢ 要介護３ 22,062単位

⑷ 要介護４ 25,765単位 ㈣ 要介護４ 24,350単位

⑸ 要介護５ 28,305単位 ㈤ 要介護５ 26,849単位

（新設） ⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 9,298単位

㈡ 要介護２ 13,665単位

㈢ 要介護３ 19,878単位

㈣ 要介護４ 21,939単位

㈤ 要介護５ 24,191単位

（新設） ロ 短期利用居宅介護費（１日につき）

⑴ 要介護１ 565単位


